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１．背景及び目的
少子高齢化と都市部への人口集中が進む中、地域に根ざした中小企業では、持続可能な経営

のための人材確保・育成が喫緊の課題となっている。全国の中小企業を対象とした調査によれ
ば、82.7% の企業が経営課題として「人材」を重視している一方で、約 4 割の企業には専任の
人事担当者が存在しない 1）2）。さらに別の調査では、「従業員への研修・教育訓練の実施にあたっ
ての課題」として、「業務多忙等により研修を行う時間的余裕がない（44.7%）」「研修を担当す
る人材の不足（39.1%）」「管理職等の育成能力や指導意識の不足（38.2%）」「研修が計画的・体
系的に行われていない（33.4%）」などが挙げられており、人材育成体制の不備が広く見られる
ことが明らかとなっている3）。

こうした状況を背景に、近年「地域の人事部」と呼ばれる取り組みが注目されている。これ
は、民間事業者が地方公共団体・金融機関・教育機関・業界団体・支援機関等と連携し、「人材」
に課題を抱える地域企業に対して、将来の経営戦略を担う人材の確保や、地域内でのキャリア
形成支援を一体的に行うものである4）。この取組は、地域企業の経済的価値の向上、関係人口
の創出といった地域活性化、さらには個人のキャリア形成という自己実現の促進を目的として
いる。経済産業省は 2022 年から 2024 年にかけて全国で延べ 86 件の「地域の人事部」事業を
支援しており、地域の中小企業を支える新たな仕組みとして期待が高まっている。
「地域の人事部」の具体的な実践例の一つとして、「地域同期」あるいは「地域同期研修」が

挙げられる。「地域同期」とは明確な定義は定められていないものの、同期入社が少ない地域
の中小企業において、同じ地域・世代に属する主に若手社会人を対象に、企業の垣根を越えた
コミュニティ形成やそのための取組を指す。実践例として、宮城県石巻市で実施されている「石
巻地域同期研修」がある。この研修は、地域の人事部の一つである「石巻人事部」によって
2019 年より継続的に実施されており、グループワークや企業紹介、企業訪問等を通じて、参
加者の自己理解・相互理解、そしてキャリア観の醸成を目的としている5）。

このような地域同期研修では、チームビルディング（TB）の手法が用いられることがある6）。
TB とは、第三者が計画的に介入し、チームの問題解決能力を高めるためのプロセスとされ7）、
従業員を対象とした先行研究では、コミュニケーション能力や業務パフォーマンスの向上、キャ
リア開発などに好影響を与えることが示されている 8）-10）。さらに、異業種交流を伴う地域同期
の取組は、社会的・専門的なコミュニケーションスキルの向上、ネットワークの拡大、ひいて
は個人の成長とキャリア開発にも寄与することが示唆されている 11）12）。
　以上のように、「地域の人事部」や「地域同期」といった取組は、地域中小企業の人材課題
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に対する有効なアプローチとして期待されているものの、異業種交流を前提とした TB や、そ
の具体的実践である地域同期研修の効果に関する実証的な研究は限定的である。そこで本研究
では、石巻市の中小企業や団体に所属する若手従業員を対象として、TB に基づいた研修プロ
グラムを実施し、その効果を検証することを目的とした。

２．方法
2-1．対象者

石巻圏域に所在する中小企業・団体に在籍する、入社 5 年目以下の若手社会人を対象とした。
対象者の募集にあたっては、商工会議所や宮城県東部地方振興事務所などの関係機関を通じて
「地域同期研修」への参加を呼びかけ、応募のあった 7 名（男性 4 名、女性 3 名、平均年齢 24.6 歳、
SD = 3.58）を本調査の対象とした。
2-2．調査方法
「社外の仲間（＝地域同期）づくりと自身の成長によるモチベーション向上」を目的とした、

2 日間の TB プログラムを実施した。TB 実施前後にアンケート調査を行い、変化を測定した。
アンケートは Microsoft Forms を用いて作成し、参加者のスマートフォンから回答を得た。2
日間のプログラム構成は図 1 に示す通りである。

TB プログラムの設計にあたっては、水野ら8）および北森13）の先行研究を参考にし、組織開
発の専門家による監修のもと作成した。プログラムでは、組織開発を専門とする A 社が開発
したツールを活用し、自己分析、グループワーク、コンセンサスゲーム等を通じて、自己理解・
他者理解・チームワークの重要性を学ぶ機会を提供した。さらに、学びの成果を踏まえて、各
自が自身の役割や成長を意識したアクションプラン（行動計画）を策定し、相互検討を行うこ
とで、キャリア観の醸成を促す構成とした。

図 1 　TB プログラムのスケジュール
1日目 2日目

8:30 インフォームドコンセント、プレテスト
9:00 ①チェックイン、オリエンテーション

⑦コンセンサスゲーム
10:00 ②TBツールを用いた自己分析（1）
11:00 ③自己紹介 ⑧アクションプランの作成
12:00 昼食 昼食
13:00

④グループワーク
⑨アクションプランの発表と相互検討

14:00
15:00

⑤ TBツールを用いた自己分析（2）
16:00
17:00 ⑥1日目のまとめ ⑩クロージング（チェックアウト）
18:00 終了 ポストテスト後解散
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2-3．調査期間
1 日目の調査および TB は、2025 年 3 月に実施した。調査対象者 7 名のうち 4 名は、翌日に

2 日目の調査および TB に参加した。一方、残る 3 名については、所属企業の都合により、2
日目の調査および TB を 2025 年 4 月に別途実施した。
2-4．調査項目

アンケート調査では、以下の項目を設定した。
1）基本属性
　　性別、年齢、業種、勤続年数、役職を尋ねた。
2）協同作業認識

地域同期におけるチームワーク意識を測定するため、長濱ら14）が開発した「協同作業認
識尺度」を使用した。本尺度は、協同効用（仲間と共に作業することの有効性を示す傾向）、
個人志向（一人での作業を好む傾向）、互恵懸念（協同作業による恩恵が個人によって異
なると捉える傾向）の 3 因子、全 18 項目から構成されており、各項目に対して「1：全く
そう思わない」から「5：とてもそう思う」の 5 件法で回答を求めた。
3）心理的安全性

地 域 同 期 に お け る 仲 間 意 識 の 指 標 と し て、Edmondson15） が 開 発 し た Team 
Psychological Safety Scale（邦訳版、原著者許諾済）を使用した。心理的安全性とは、「チー
ムの他のメンバーが自分の発言を拒絶したり、罰したりしないと確信できる状態」と定義
される。本尺度は 1 因子 7 項目で構成され、「1：全く当てはまらない」から「7：非常に
当てはまる」の 7 件法により測定した。
4）プロティアン・キャリア

プログラムによるキャリア意識の変化を把握するために、武石ら16）が開発したプロティ
アン・キャリア尺度を用いた。プロティアン・キャリアとは、企業との関係性に依存せず、
自らの満足や成長といった「心理的成功」を重視し、主体的にキャリアを構築しようとす
る自己志向的なキャリア形成の考え方である 17）18）。本尺度は 1 因子構造・全 8 項目で構成
され、回答は「1：あてはまらない」から「5：あてはまる」の 5 件法で行った。
5）ワーク・エンゲージメント

仕事に対する心理的な関与の程度を測定するために、島津ら19）が開発したユトレヒト・
ワーク・エンゲイジメント尺度（UWES-9）を用いた。ワーク・エンゲージメントとは、「仕
事に関連した積極的で充実した心理状態」であり、「活力」「熱意」「没頭」の 3 側面で特
徴づけられる概念である 20）-22）。本研究では 1 因子モデルとして同尺度を使用し、各項目
について「0: 全くない」から「6: 非常に感じる」の 7 件法で評価を行った。
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３．結果
参加者 7 名に対して、TB プログラムの実施前後でアンケート調査を行い、5 つの尺度につ

いて得点の変化を検討した。統計解析には SPSS Statistics Ver.29 を使用し、サンプル数が少
なく正規性が疑われることから、対応のある t 検定に加えて Wilcoxon の符号付き順位検定を
実施した。

まず、「協同作業認識」尺度では、協同効用のスコアが有意に上昇し（Z = -2.20, p = .028）、
また個人志向は有意に低下した（Z = -2.03, p = .042）。これにより、地域同期メンバーとの協
働に対する肯定的な意識の高まりと、個人作業志向の低下が確認された。一方で、互恵懸念に
は有意な変化は見られなかった（Z = -0.38, p = .705）。
「心理的安全性」については、前後で大きな変化はなく、統計的に有意な差は確認されなかっ

た（Z = -0.17, p = .866）。また、「プロティアン・キャリア」のスコアも有意な変化は見られなかっ
た（Z = -0.73, p = .463）。
「ワーク・エンゲージメント」については、研修後にスコアの上昇が見られたものの、統計

的には有意差に至らなかった（Z = -1.57, p = .116）。
以上の結果から、今回の TB プログラムは特に「協同作業認識」に関連する側面において、

参加者の意識に肯定的な変化をもたらしたことが示唆された。一方、心理的安全性やキャリア
意識、エンゲージメントといった他の指標については、短期間の研修による明確な変化は確認
されなかった。

表 1 調査対象者の属性
ID 性別 年齢 業種 勤続年数 役職
1 男性 25 倉庫・通関業 2 なし
2 男性 31 保険業 1 なし
3 男性 20 自動車整備業 1 なし
4 女性 24 不動産賃貸業 3 なし
5 男性 21 製造業 3 なし
6 女性 28 専門商社 1 なし
7 女性 23 教育、イベント業 1 なし
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表 2 各尺度の得点比較（対応のある t 検定、Wilcoxon 符号付き順位検定）
　    研修前　 　    研修後　         t-test　 　Wilcoxon　

M SD M SD t p Z p
協同効用 4.08 0.57 4.62 0.43 -2.52 045 -2.20 028

協同作業認識 個人志向 2.69 0.80 2.14 0.75 2.54 044 -2.03 042
互恵懸念 1.33 0.34 1.38 0.41 -0.25 808 -0.38 705

心理的安全性 3.55 0.65 3.53 0.97 0.07 948 -0.17 866
プロティアン・キャリア 3.79 0.35 4.00 0.58 -0.95 381 -0.73 463
ワーク・エンゲージメント 4.14 1.47 4.57 1.28 -1.69 142 -1.57 116

４．考察
本研究では、石巻地域において中小企業・団体に所属する若手従業員を対象とした 2 日間の

TB プログラムを実施し、その効果を検証した。その結果、協同作業認識における「協同効用」
の向上と「個人志向」の低下が確認され、TB が参加者の協働に対する肯定的な意識を高めた
可能性が示唆された。

これらの変化は、先行研究において TB がチームの相互理解や信頼関係の構築に有効である
とされてきた知見 8）9）と一致する。また、異業種間での協働経験が新たな視点や学びを促進し、
協働への積極的な姿勢を育むことが指摘されており11）、今回のような「地域同期」的な取組が
そのような効果を生み出したものと考えられる。特に、日常業務では関わることのない異業種
の若手社員と短期間ながらも集中的に活動を共にすることで、協働の価値や自己の役割を再認
識する機会となった可能性がある。

一方、心理的安全性やプロティアン・キャリア、ワーク・エンゲージメントについては、研
修前後で有意な変化は見られなかった。これらの要素は、組織内での継続的な関係構築や日常
業務における経験の蓄積が影響する可能性が高く、短期間の TB のみで顕著な変化をもたらす
ことは難しいと考えられる。特に心理的安全性については、信頼関係の形成に一定の時間を要
することが知られており15）、今回のような 2 日間のプログラムでは、変化が顕在化しなかった
可能性がある。

以上を踏まえると、TB を通じた「地域同期」的な取組は、地域中小企業における若手人材
の相互交流を促進し、協働志向を高める有効な手段となり得る。一方で、キャリア意識やエン
ゲージメントといった深層的な心理・態度変容を促すためには、より長期的な支援や職場との
接続性を担保した継続的な取り組みが必要である。

５．結論
本研究では、地域の若手社会人を対象とした TB を取り入れた地域同期研修を実施し、その

効果を検証した。その結果、参加者の協同作業に対する意識、特に他者との協働に対する肯定
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的な認識が向上し、個人作業志向が低下するなど、TB による一定の効果が確認された。一方で、
心理的安全性、キャリア意識、ワーク・エンゲージメントといった深層的側面については、有
意な変化は見られなかった。

これらの結果は、短期間の研修が参加者の協働意識に働きかける効果を持つ一方で、継続的
な支援や実践機会の提供がなければ、より深い心理的変容にはつながりにくいことを示唆して
いる。今後は、地域同期の形成と定着に向けて、継続的かつ段階的な支援体制の構築が求めら
れる。

本研究の成果は、地域中小企業における若手人材の育成と定着を支援する施策の一助となる
ことが期待される。

なお、本研究にはいくつかの限界がある。第一に、対象者数が 7 名と少数であり、統計的な
検出力に制限があることから、結果の一般化には慎重を要する。第二に、調査対象は特定地域
のみに限定されており、地域性の影響を排除できない。第三に、短期的な効果のみを検証して
おり、中長期的な影響や持続性については今後の追跡調査が必要である。
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